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要 旨 

本研究では中間財および最終財を生産する2つの産業部門を有する経済成長モデルを構

築し，地域間の中間財の代替にかかる費用が被災地経済の回復過程に及ぼす影響を分析す

る。中間財を含むすべての財が国際的競争下にあり被災後にも地域外から代替的に中間財

が調達可能な場合を考え回復過程を分析する。その際の代替にかかる費用によって被災地

経済の回復過程を比較し①地域間の中間財の代替にかかる費用が高ければ被災を免れた

産業にも生産量低下という「カスケード効果」が生じること②中間財の代替にかかる費用

が高い場合の方が相対的に早期の回復が達成されうることを示す。またこれら２つの効果

を考慮に入れて，カスケード効果の発生による経済被害総額の拡大効果の大きさを試算す

る。 
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1. はじめに 

 

1970年代以降，産業連関分析や応用一般均衡モデ

ルといった経済モデルを用い，災害による経済被害

の計量化に関する研究が蓄積されてきている（例え

ばRose et al,1997; Okuyama et al.,1999,2004; Rose 

and Guha,2004; Rose and Liao, 2005 ）。これら先

行研究は主にライフライン途絶の影響など非常に短

期的な影響を分析したものが多かった。一方で自然

災害に関するいくつもの実証的な研究により，災害

が地域経済のGDP（国内総生産）に与える負の影響は

大きくないことが指摘されてきた（例えばDacy and 

Kunreuther,1969; Ellson et al., 1984; 

Albara-bartland,1993; Tol and Leek, 1998）。そ

の理由として被災後の建設需要がGDPを押し上げる

効果や，復旧時の設備の更新によって新規の生産技

術が導入されやすくなる効果が指摘されている(例

えばSkidmore and Toya, 2002; Benson and Clay, 

2004; Cuaresma et al, 2008)。そのため，復興の過

程も含めて経済被害を計量化するような試みには関

心が払われることは少なく，短期的な影響を取り扱

う経済モデルが開発されることが多かった。 

しかし実際には復興にはコストがかかり，それを

まかなうために地域外から資金の借入を増加させる

場合がある。こうして増加した負債は被災地域の経

済のフロー（GDP）が回復した後もその地域に残存

し，地域経済に長期的に影響を及ぼす可能性がある。

しかし従来，多くの実証研究ではGDPのみに着目し

て長期的な経済への影響が議論されることが多く，

こうした負債の効果も含めて長期的な災害の影響を

分析する試みは十分でなかった。著者ら(2008)はこう

した問題意識から，復旧時の負債の増加により家計

の消費が長期的に減少しうることを経済成長モデル

を用いて理論的な見地から指摘した。 
また著者ら(2008)は同時に“カスケード効果”が経

済被害を甚大化させる大きな要因であることを指摘

した。本研究は地域間の中間財の代替にかかる費用

がカスケード効果を生む１つの重要な要因であるこ

とを示すことを主要な目的の１つとする。もしある

中間財部門が被災すると中間財の供給が減少する。

このことが最終財部門の生産に影響を及ぼす場合が

ある。これはしばしば“カスケード効果”と呼ばれ

る。もし代替的な中間財が被災地域外から調達でき

るなら，その被害波及効果は少なく押さえることが

できよう。このことから中間財の代替にかかる費用

がカスケード効果を生む重要な要因となる可能性が
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ある。 
また本研究は中間財の代替にかかる費用がカスケ

ード効果による被害の拡大だけでなく，復旧のスピ

ードにも影響することを示す。本研究は以下のよう

な構造に着目する。もし代替の費用が高ければ，カ

スケード効果が生じることで災害直後には経済被害

は大きくなる。この場合には甚大化する被害を少し

でも減らそうと，復旧のインセンティブは比較的高

くなる可能性がある。一方，もし代替の費用が低け

ればカスケード効果による被害波及効果が生じない

が，復旧のインセンティブは比較的高くないことが

考えられる。このことから，復旧の過程もまた中間

財の代替にかかる費用によって影響を受ける可能性

が考えられる。 
本研究ではこのような問題意識のもとで，中間財

および最終財を生産する2 つの産業部門を含む開放

型の経済成長モデルを構築し，以下の2点を明らかに

する。 
・地域間の中間財の代替にかかる費用が高いこと

が要因となって，被災していない産業にも生産

量減少という「カスケード効果」が発生するこ

と 
・中間財の代替にかかる費用が高い場合にはカス

ケード効果の発生と同時に，相対的に迅速な経

済の回復が実現されること 
本論文は以下のような構成となる。2節では中間財

生産部門，最終財生産部門からなる2部門経済成長モ

デルを定式化する。3節では2節で定式化された最適

化問題の解と市場均衡条件を示し，被災前の経済成

長経路を求める。4節では災害後の経済成長経路を中

間財の代替費用の大きさによって比較する。5節では

本研究の主要な結論と今後の課題を取りまとめる。 
 
2.  開放型二部門経済成長モデルの定式化 

 

2.1 中間財の代替にかかる費用 

 本研究は被災後に代替的な中間財を被災地外から

調達する際のコストに着目する。中間財を生産する

企業が被災した場合，最終財を生産する部門が生産

減少は軽減するために代替的な中間財を被災地外か

ら調達しはじめる場合がある。代替的な中間財を地

域外から調達して投入し始めることは被災前に比べ

コストの増加を招く可能性が考えられる。最終財部

門の企業は代替的な中間財の使用のために生産工程

の調整が必要となるかもしれない。一方で，被災し

た中間財企業は被災地外に立地する自社工場の生産

能力を増強したり，他社の生産設備を借りたりする

経営努力により最終財企業への供給を継続しようと

する場合がある。こうした対応は被災した工場から

の技術の移転を必要とし，中間財企業にとっては生

産にかかる費用の増大につながる可能性がある。こ

のことは最終財企業が入手可能な中間財の価格が被

災前に比べて高くなってしまうことにつながる。本

研究はこのような構造を考え，中間財の代替にかか

る費用というのが被災地外から調達する際の価格と

して表現できると考え，以下のモデル化を行ってい

る。 

 

2.2  モデルの定式化 
(1)モデルの前提 

当該国には中間財を生産する産業部門（以下中間

財部門）と最終消費財を生産する産業部門（以下最

終財部門）の2 つの産業部門があり，家計がいると

する。中間財部門は最終財部門に中間財を供給する。

消費財は国際的に取引され，価格p で取引されると

する。中間財市場は完全競争市場であり，openであ

る。そのため国際的な取引が可能であると仮定する。

資本市場はopenであり利子率r は世界市場での均衡

により定まるものとする。当該国の保有資本が世界

全体での資本総量に比して十分小さく，当該国の資

本の変化が世界利子率には影響しないものとする。

このとき世界利子率をr とおくと，当該国にとってr 
は外生パラメータとなる。また家計は代表的家計を

仮定する。企業が資本を保有しており，家計は企業

の全株式を所有していると想定する。人口や労働に

ついては国外への移動が容易でない国を想定し，人

口変動についても取り扱わないこととする。Fig.1 

は分権経済モデルの概要である。 
本研究では経済成長モデルは連続時間の動学的最

適化モデルとして定式化される（Ramsey,1928; Cass, 
1965; Koopmans, 1965; Barro and Sala-i-Martin, 2004; 
Turnovsky, 1997）。このような経済成長モデルを災

害の影響の分析に用いたものとしては例えばIkefuji 
and Horii (2006)などがあるが，本研究のように負債

の増加の影響と中間財の代替の費用の影響に着目し

たものはない。 
(2)中間財部門の定式化 

中間財部門は資本と労働を投入することによって

生産を行う。資本は国際市場での均衡により価格が

決まっているとし，価格を１とする。企業は資本を

所有し，投資の経路を決定する。投資には設備の据

付費用などの調整費用(Barro and Sala-i-Martin, 2004)

がかかると仮定する。また， t 時点の生産を )(1 tY ，

投資を )(1 tI ，資本を )(1 tK ，賃金率をw，調整費用関

数をT，雇用労働量を 1L とする。以下では特に必要

がない限り t を省略して記述することにする。最大
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化問題は以下のように定式化できる。 

∫
∞ −−+−

0 11111 )))/(1((max dtewLKITIqY rt     (1) 

s.t.  11 IK =&              (2) 

givenK =)0(1                      (3) 

01 ≥I               (4) 

こ こ で 式 (2) は 資 本 の 蓄 積 式 で あ る 。

Hayashi(1982) に従い，調整費用は投資と資本に対し

一次同次と仮定する。また式(4) は，ひとたび導入

された資本は購入時と同じ価格では売却ができない

という仮定である。これはしばしば投資の不可逆性

の仮定と呼ばれる。また本研究では労働の変化を取

り扱わないものとし，雇用労働量や賃金率 は後に述

べる定常状態における値で一定と仮定する。この最

大化問題はハミルトニアンを用いた最大値原理によ

って解くことができる。 

中間財部門の生産関数を ),( 11 LKF とする。また

中間財部門の資本のシャドウプライスを )(tμ とす

る。当座，投資の不可逆性の条件を無視すると，最

適化の一階条件は式(2)と以下の3式からなる。 

rKIT
K
I

K
Fq μμ =+⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝
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∂
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&)/(' 11
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1
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0)/(')/(1 11
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1
11 =+−+− μKIT

K
I

KIT (6) 

0lim 1 =−

∞→

rt

t
eK μ          (7) 

式(5)は，資本を1 単位増加するときの限界収入が

株主である家計の求める収益率と一致することを示

している。左辺第1 項は限界生産物の価値，第2 項
はキャピタルゲインの増分, 第3 項は調整費用が減

少することによる収入の増分である。また式（6）は

1 単位の投資による費用増分がシャドウプライスと

一致する点で投資を決定することを示している。式

(7)は横断性条件である。 
いま， 

αα −= 1
11111 ),( LKALKF   ,       (8) 

)/)(2/()/( 1111 KIKIT γ=      (9) 

とおく。すると式(5)と(6)は 

r
LKqA

μ
μγμα αα

=
++−+−− &)2/()1( 21

1
1

11   (10) 

γμ /)1(/ 11 +−=KI              (11) 

と書き直すことができる。 
(3)最終財部門の定式化 

最終財部門の企業は，資本と中間財，労働を投入

することによって生産をおこない，キャッシュフロ

ーの現在価値を最大化する。 t 時点における生産を

)(2 tY , 投資を )(2 tI , 資本を )(2 tK , 雇用労働量

を 2L , 投入する中間財の量を )(2
1 tZ と表す。以下で

は特に必要がない限り t は省略して記述する。最大

化問題は以下のように定式化できる。 

∫
∞ −−−−

0 22
2

12 )(max dtewLIqZpY rt     (12) 

s.t. 22 IK =&          (13) 

givenK =)0(2 ,          (14) 

02 ≥I  .        (15) 

ただし中間財部門と同様雇用労働量は一定と仮定す

る。最終財部門についても投資の不可逆性を仮定す

る。生産関数を ),,( 2
2

12 LZKH とする。ハミルトニ

アンを用いて最大化問題をとくと最適化の一階条件

は式(13)と以下の4式で表される。 

λλ &−=−
∂
∂ r
K
Hp

2

        (16) 

01 =+− λ               (17) 

q
Z
Hp =

∂
∂

2
1

       (18) 

0lim 2 =−

∞→

rt

t
eK λ       (19) 

ここで λ は最終財部門の資本のシャドウプライス

である。式(16) は１単位資本を増加させるときの収

入の増分が株主である家計の求める収益率と一致す

ることを意味している。式(17) は資本のシャドウプ

ライスが１に保たれることを示している。式（18）

は毎期の中間財の限界価値生産物が中間財価格に一

致することを示す式である。いま， 

ηηββ
2

12
1222

2
12 )(),,( LZKALZKH −−= (20) 

とする。このとき式(16)(17)(18)は以下のように

変形される。 

rLZKpA =−−− ηηβββ 2
12

1
1

22 )(     (21) 
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Fig. 1 Outline of the model 

qLZKpA =−− −− ηηββηβ 2
2

122 )()1(    (22) 

(4)家計の定式化 

家計は労働所得と利子所得，配当所得を用いて消

費をおこない，残りを対外資産に投資する。本研究

では永久に生存する個人を仮定するが，これは子孫

の世代についても自己の効用と同じように割り引く

個人を仮定することと同じ事である（Blanchard and 

Fisher, 1989）。 t 時点における対外資産を )(tAs , 

消費を )(tC , 時間選好率を ρ ，中間財部門の企業

の配当を )(1 tπ , 最終財部門の企業の配当を )(2 tπ  

労働供給量を L とすると，家計は以下の最大化問題

をとくことになる。 

∫
∞ −

0
)(max dteCu rt                      (23) 

s.t. pCrAswLsA −+++= 21 ππ&   (24) 

givenAs =)0(      (25) 

0)(lim =−

∞→

rt

t
etAs  .          (26) 

式(24) はNon Ponzi Game(NPG) 条件 (Barro and 

Sala-i-Martin, 2004)であり，家計が借入によって無限

に効用を拡大することを防ぐ条件である。配当は企

業のキャッシュフローの余剰であり，利潤から投資

額を差し引いたものと定義される。すなわち )(1 tπ , 

)(2 tπ は 

wLKITIqY −+−= ))/(1( 11111π   (27) 

22
2
122 wLIqZpY −−−=π          (28) 

から定まる。 
本研究では利子率が外生的に与えられることによ

る極端な挙動を避けるため，多くの先行研究（例え

ばTurnovsky 1997) に倣い ρ  = r  との仮定をおく。

ハミルトニアンを用いて計算すると，最適化の一階

条件は 

ρ−=− rCuCCu )(/)(" &        (29) 

となる。 ρ  = r  との仮定をおくと，最適な消費経

路は時間を通じて一定の消費を行う経路となる。 

 

3. 平常時の経済成長経路 

 

3.1 均衡条件 

最終財部門の企業が中間財をすべて国内の企業か

ら調達したと仮定した場合に国内市場で成立する中

間財価格を )(tqd とする。式(22)と中間財市場の需

給一致条件 

)()( 2
1

1
1111 tZLKAtY == −αα        (30) 

より， )(tqd は次の式で表現される。 

)(
))(()()1( 2

1
1112

tq
LLtKAtKp

d=
−− −−− ηηβααβηβ

(31) 

一方， imq は最終財部門が外国から中間財を輸入
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するときの価格とする。 imq は外生的に決まり，一

定と仮定する。最終財部門の企業は国外から中間財

を輸入するか，国内の企業から調達するかを選択す

る。このとき企業はより低い価格で調達できる方を

選ぶ。すると， )(tq は次の条件式から決定される。 

{ }imd qtqtq ),(min)( =  .         (32) 

本稿では経済が次の条件を満たす状態からスター

トすると仮定する。 

imd qtq ≤)( .              (33) 
この場合，最終財部門の企業はすべての中間財を

国内の企業から調達する。そのため国内の中間財の

需給は一致し，式(30)が成立し，価格は国内の均衡か

ら )(tqd に決まる。また家計も含めた大域的な均衡

条件は 

)/( 111
2

11

221

KITICqZqY

pYrAsIIsA

−−−+

+=++&
  (34) 

となる。右辺は経常収支，左辺は資本収支を表す。 

 

3.2 定常状態の存在 

企業部門の一階条件は式(2) (7) (10) (11) (13) (19) 
(21) (22)からなる。(32)(33)から中間財の価格は国内

の中間財の需給一致条件(30)から決まる。一階条件と

(30)に留意して整理すると，最終的に式(2)(13)と横断

性条件(7)(19)，初期値，以下の3式からなる微分方程

式系が得られる。 

γμ /)1(/ 11 +−=KI           (35) 

rKKpB =Θ−−− )1(
1

1
2

ηβαββ        (36) 

μμγμ

ηβα ηβαβ

&−=−+−+

Θ−− −−−

r

KKpB

)2/()1(

)1(
2

1)1(
12     (37) 

この微分方程式系において 01 =K& ， 0=μ& とする

ことにより定常状態での資本量
*

1K ，
*

2K ，が以下

のように求まる。 

θ
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ただし， αηβαθ +−−= )1)(1( ， 

2
1

1 AAB ηβ −−=  ，
ηηβα

2
)1)(1(

1 LL −−−=Θ , とお

いた。このとき，シャドウプライスについて
*μ ＝1，

投資量について 01 =I ， 02 =I が成り立つ。 
式 (2)(10)(19)(20)(21)はさらに以下の式 (24)(25)のよ

うに書き換えることができる。 
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ただし，
)1(*

1
1*

2 )()( ηβαβω −−−= KK とおいた。こ

れを *
1K ，

*μ のまわりで線形化すると， 
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となる。ただし 
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+−−
=Ω

β
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K
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    (43) 

とおいた。これを位相図に描くとFig. 2のようにな

り，定常状態とそこに至る鞍点経路が存在すること

がわかる。 
 

1

1
*K

μ

01 =K&

1K

0=μ&

 
Fig. 2 Existence of steady state and saddle point path 

 
また各産業部門の雇用量や賃金率は，定常状態にお

ける労働市場の均衡から決定され，その値から変化

をしないと仮定する。この労働市場の均衡において

は，両部門での限界価値生産物が等しくなり，それ

が賃金率に一致する。すなわち 

w
L
Hp

L
Fq =

∂
∂

=
∂
∂

21

,  (44) 
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が成り立つ。これと中間財市場の需給一致条件，労

働市場の需給一致条件 LLL =+ 21 に留意すること

で，定常状態の各産業部門の雇用量が決まる。 
 

3.3 消費 

ρ  = r の場合，最適な消費経路は常に一定の消

費水準をとることになる。予算制約式を積分し，Ｎ

ＰＧ条件を用いるとその値 0C は効用関数によらず， 

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛ −Φ−+ ∫

∞ −

0 2112 )),(()0( dteIKIpYAs
p
r rt  (45) 

となる。ただし，調整費用を含めた投資量を

),( 11 KIΦ とおいた。 

 

3.4 貯蓄 

家計は所得から消費を差し引いた分を対外資産に

よって貯蓄する。貯蓄 sA&は予算制約式と 0C の値を

用いて 

∫
∞ −++−++
0 2121 )( dtewLrwL rtππππ    

  = sA&  (46) 
と書ける。これは将来所得の現在価値に基づく消費

を上回る収入がある場合には貯蓄がなされるが，そ

うでない場合にはその取り崩しが生じることを意味

する。 
 

3.5 投資 

中間財部門の投資は式(19)から求まる。最終財部門

の投資は式(20)を満たすように各期の 1K の値に応

じて 2K を調整するように決まる。ただし投資の不

可逆性を考慮するものとする。 

 

3.6 移行動学 

初期の資本ストック )0(1K が与えられると，それ

に対する μ がsaddle point path から決まる。すると中

間財部門の投資が式(19)から決まる。例えば )0(1K
＜

*
1K のときは投資により資本が蓄積され，生産が

増加していく。それにともない μ が低下していき，

やがて定常状態に達する。このとき，最終財部門の

資本も定常状態の値に収束する。 
 

4. 災害後の経済回復過程の分析 

 

定常状態のある時点τで災害が生起するとする。

本研究では災害により中間財部門の資本のみが離散

的に減少するシナリオを想定する。減少したあとの

資本量を
−

1K とする。被災後，中間財部門の企業は
−

1K を所与として，被災時点で評価したキャッシュ

フローの現在価値を災害化するように投資，資本の

経路を決定する。ただし被災後の労働市場の変化は

取り扱わないものとし，労働賃金率や各生産部門の

雇用労働量は被災前の均衡から決定される水準から

変化しないと仮定する。この節では，中間財の代替

にかかる費用の大きさを変えて，被災後の経済成長

経路を比較する。 

以下では
+=ττ において条件(33)が成り立つか

どうかによって，２つのパターンの経済成長経路が

現れる。これは imq の大きさ，すなわち中間財の代

替にかかる費用の大きさによって決まる。代替費用

が高く，条件(33)が +=ττ において成り立つ場合，

最終財企業は被災地外から中間財を輸入することは

ない。代替費用が低く，条件(33)が +=ττ において

成り立たない場合，最終財企業は被災地外から中間

財を輸入する。以下ではこの2つのパターンが詳細に

分析される。 

 
4.1 ケース１：中間財の代替にかかる費用が

高い場合 

はじめに，中間財の代替にかかる費用が高く，す

なわち imq が高く，条件(33)が +=ττ において成り

立つ場合を考える。この場合，最終財企業は被災地

外から中間財を輸入することはない。よって中間財

市場の国内の需給一致条件(30)が満たされる。各産業

部門で投資の不可逆性が拘束的にならないと仮定す

ると，ハミルトニアンを用いて一階条件を求め，平

常時と同様の一階条件式(2) (9) (10) (11) (13) (21) 

(22)と市場均衡条件が得られる。これらと初期値によ

って被災後の経済成長経路が決まる。しかし調整費

用の存在から，中間財部門の生産は瞬時には回復せ

ず生産の低下が生じる期間が存在する。最終財部門

が被災しない場合，被災直後にその資本量 は変化し

ないために，式（36）から求まる最適な水準よりも

最終財部門において資本が余分にあることになり，

その限界生産性が低下する。これは最終財部門の資

本のτ 時点でのシャドウプライスが１を下回ること

になる。このとき最終財部門にとっては，所有する
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資本が価格１で売却できるならば，負の投資をする

ことが最適となる。負の投資にかかる調整費用がゼ

ロであれば，最終財部門は瞬時に資本を売却し最適

な資本の水準に調整する。しかし実際には，一度導

入した資本を導入時と同じ価格で売却することは難

しい。本研究では一度導入した資本の売却の際の価

格が非常に低いと仮定する。このとき最終財部門は

すでに導入してある資本を売却することはせず，資

本を被災前のまま据え置いておくことを選択する。

すなわち 2I = 0 となる。このとき復旧過程を表す

方程式は式(40)と以下の式と横断性条件(7)，初期値

からなる。 

μμγμ

ηβα ηβαβ

&−=−+−+

Θ−− −−−

r

KKpB

)2/()1(

))(1(
2

1)1(
1

*
2

(47)
 

中間財部門の資本が減少することで中間財部門の

資本の生産性が上昇し，シャドウプライスが上昇す

る。その後，中間財部門の資本の回復とともに元の

均衡点まで戻ってくる。もとの均衡点に達したとき，

最適資本比率が達成される。中間財部門の資本の生

産性が上昇することから，株主である家計にとって

は復旧のための資金を調達するインセンティブがあ

る。家計にとっては中間財部門への資金供給による

収入の増加分が利子所得の機会費用に一致するまで

は資金供給を行う。この資金供給によって家計は負

債を増加させる。その効果が残存しつづけることか

ら，消費は資本や生産の復旧した後も長期的に低下

したままとなるのである。 

以上で述べたことを数値計算を用いて図示してみ

る。関数は前出のものを用い，α =0.75, β =0.65,  

η =0.25, γ =0.5, p =1000, L =1, 1A  = 20, 2A = 1 

として数値計算を試みた。ただし平常時における対

外資産，すなわちAs(τ ) をゼロとおいた。中間財部

門の99％が失われる場合を計算した。数値計算には

先行研究に倣い，Time Elimination Method (Mulligan 

and Sala-i-Martin , 1993) を用いた。 
Fig. 3 に各産業部門と家計部門の復旧過程の数値

計算の結果を示す。Fig.3のパネル (a) と(b)は中間財

部門と最終財部門の資本の回復過程を示している。

横軸は被災後の時刻を表している。値は定常状態の

値で基準化されている。パネル(b) は最終財部門の資

本が減少しないことで被災後も一定の値となってい

ることを表している。Fig.3のパネル(c)と(d)は中間財

部門と最終財部門の生産量の回復過程を示したもの

である。パネル(d)は資本の損傷しない最終財部門で

も災害後に減少していることを示している。同時に，

中間財の需給一致条件から，パネル(d)はGDPの回復

過程をも示している。パネル(e)は中間財部門におけ

る復旧の投資を示している。パネル(f)は中間財の価

格を示すものである。パネル(f)をみると，中間財の

価格が災害後に上昇することがわかる。パネル(g)は
家計の対外資産の推移を示している。パネル(g)では

災害後に対外資産が負の値として増大していくこと

が示されている。これは災害後に家計の対外負債が

増加することを示している。これは家計が借入によ

って中間財部門の復旧の資金を確保し，中間財部門

に資金を供給することによって生じる。これは中間

財部門が生み出す限界生産物の価値が被災後に市場

利子率を上回ることから生じる。パネル(h)は家計の

消費の推移を示している。パネル(h)は家計の消費が

GDPが回復した後にも低下したままになっているこ

とを示している。これは家計の負債が増加し，利子

支払いが増加することによって生じると考えること

ができる。すなわちGDPが被災前の水準に回復した

あとも，負債の増加の影響が長期的に家計の消費の

減少の形で残存する可能性があることがここまでの

議論から示唆される。 
 

4.2 ケース２：中間財の代替にかかる費用が

小さい場合 

中間財の代替にかかる費用が小さく，すなわち

imq が低く，条件(33)が +=ττ において成立しない

場合を考える。この場合，被災直後，条件(32)から

imqtq =)( が導かれる。被災地内の最終財企業は被

災地外から中間財を輸入することを決定する。もし

投資の不可逆性を考慮しない場合，一階条件は

imqtq =)(  の条件の下で，(2) (10) (10) (11) (13) (20) 

(21) と，横断性条件(7) (19)からなる。式(20) (21)を

2K ，
2

1Z についてとくと， 

2
/1

22 ))/(()/( LqrrpAK ση βσβ=      (48) 

2
/)1(/1

2
2
1 ))/(()/( LqrrpAZ ηβη βσβ −=   (49) 

が得られる。ただし γβσ −−=1 とおいた。いま

imqq <*
が成り立っているので，式(48)から，最終

財部門の企業は資本量を
*

2K から減少させようと

する。よってケース１と同様に，投資の不可逆性の

条件が制約的となり， 02 =I となる。このとき経済

は式(2), (10), (11), (22)と
*

22 KK = に従って成長を

始める。これらの式から，式(40)と次式からなる微分

方程式系が得られる。 

r
LKAqim

μ
μγμα αα

=
++−+−− &)2/()1( 21

1
1

11     (50) 

― 127 ―



(a)Capital recovery process in the 
Intermediate good sector

(b)Capital and production recovery process in the 
Final good sector

(d)GDP recovery process in the economy(c)Production recovery process in the 
Intermediate good sector

(e)Restoration investment path of the 
Intermediate good sector

(f)Price of the Intermediate good

(g)Household savings in foreign asset after the disaster (h)Consumption after the disaster
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Fig3 A numerical simulation for a restoration process after a disaster when the cost of substitution is high

以下では
**

1K と
**μ を式(40)と(50)に 01 == μ&&K

を代入して得られる値とする。式(40)(50)を
**

1K ，
**μ のまわりで線形化すると 
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が得られる。ただし

αααα −−−=Ω 1
1

2**
11 ))(1( LKAqiml ＞0である。よ

って式(40)(50)は定常状態とそこに至る鞍点経路が

存在することがわかる。 

資本が回復するに従い， 1K が増加し dq は低下す
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る。するといずれ，条件(33)が満足する水準まで dq
が低下する。以下では imd qq = を満足するような

1K の値を
***

1K とおくことにする。ひとたび式(33)

が成立し 1K が
***

1K の水準に達すると，最終財部門

の企業は中間財を国外から輸入することをやめ，国

内の中間財企業から調達しはじめる。するとこのあ

と経済はケース１と同じ条件式に基づいて成長を始

める。 

  Fig.4 はこのケースの１つの数値計算例である。シ

ミュレーションを単純化するために，本稿では代替

の費用がゼロという極端なケースを例に挙げる。こ

のとき
*qqim = が成り立つ。生産関数や調整費用関

数は前出のものを用い，パラメーターの値や中間財

部門の資本の被害程度もケース１と同じとする。 

Fig.4のパネル(a)は中間財部門の資本の回復過程を

示している。値は定常状態の値で基準化されている。

パネル(b)は最終財部門の資本と生産の推移を示し

たものである。いま
*qqim = としているため，ケー

ス１と異なり，カスケード効果が生じない。そのた

めに最終財部門の生産減少は現れない。Fig.5のパネ

ル(c)(d)は中間財部門の生産の推移とGDPの推移で

ある。Fig.3とFig.4のGDPの回復過程を比較すると，

以下のようなことがわかる。中間財部門の資本の

99％が被災するシナリオでは被災直後のGDPの低下

幅はケース２よりケース１の方が大きい。これは中

間財の代替にかかる費用が大きいことでカスケード

効果が生じ，GDPを大きく低下させることを意味して

いる。一方，GDPの回復スピードはケース１の方が早

い。これは復旧の投資がケース１においてより迅速

になされることによって生じる。これはFig.4のパネ

ル(a)(e)によって示される。これは以下のような構

造に基づいて説明される。被災直後，中間財価格 q は

ケース1の方がより高いため，中間財部門の資本の限

界生産物の価値はケース１の方が大きい。このこと

がケース１においてより復旧の投資を促すことにな

る。 

 このことは言い換えれば次のように解釈をするこ

とができる。中間財の代替の費用が高い場合，カス

ケード効果により経済被害が拡大するために復旧の

インセンティブが高い。一方で代替の費用が高くな

い場合，カスケード効果は生じず経済被害は比較的

大きくならない。そのために復旧のインセンティブ

は比較的高くない。 

以上のように，中間財の代替の費用が経済被害の

大きさだけでなく，経済の回復スピードにも影響す

る可能性があることを示すことができた。 
 

５．中間財の代替にかかる費用の大きさが経済

被害総額に与える影響 

 
次に中間財の代替にかかる費用の大きさが経済

被害総額に与える影響を分析する。上述の通り，

代替の費用が経済被害の大きさだけでなく，経済

の回復スピードにも影響するならば，カスケード

効果が最終的に被害を拡大させるかどうかは自明

ではない。それを評価するには回復の過程も考慮

して被害を評価する必要がある。しかし回復の過

程も考慮して被害を評価する方法については根強

い混乱があり，しばしば二重計算をともなう計測

がなされることもある(Rose, 2004; Cochrane, 

2004)。著者ら(2008)はこのような現状に問題意識

をもち，経済の回復の過程も考慮した場合の経済

被害総額を整合的に評価する方法を提案してきた。

それによれば経済被害総額は各産業部門の付加価

値減少額の現在価値と復興のための投資額の和で

評価することができる。 

Table1は上述のケース１とケース２の数値計算

例において，著者らの方法に従って被害総額を求

めたものである。Table.1 においてForegone 
Net Revenueとは各産業が生み出す付加価値の

減少額を示す。そのうちPrimary Effect とはカ

スケード効果が生じない場合の被害額を示し，

Cascade Effect とはカスケード効果が生じるこ

とによる被害の拡大分を示す。各項目のCascade 
Effect の値は，カスケード効果が生じない場合の

被害の値と，カスケード効果が生じる場合の被害

の値を計算し，その差を計算することで求めてい

る。Table.1 を見ると，中間財の代替にかかる費

用が大きい場合の方が経済被害総額が大きいこと

がわかる。それは代替の費用が小さい場合の約1.5 
倍である。言い換えれば，カスケード効果によって

経済被害が1.5 倍にも拡大される効果がある可能

性があることが示されたといえる。Table.1 にお

いて，中間財部門のForegone Net Revenue 
(Cascade Effect) は負の値である。これは2 つの

要因から生じている。１つは，代替の費用が高い

場合には中間財部門の生産の回復スピードが速い

ことである。もう1 つは，代替の費用が高い場合

には中間財価格の上昇があることである。これら

により代替の費用が高い場合の方が中間財部門の

生産減少額が小さくなっているのである。また中

間財部門のRestoration Investment (Cascade 
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Effect) は正の値である。これは中間財が非代替

的である場合の方が被災直後により大きな復興投

資が行われるからである。また，最終財部門の

Foregone Net Revenue (Cascade Effect) は中

間財が非代替的である場合に正であり，その影響

が経済被害総額の拡大において最も大きな影響を

及ぼしている。 
 

 

(a)Capital recovery process in the 
Intermediate good sector

(b)Capital recovery process in the 
Final good sector

(d)Production recovery process of the 
Final good sector (=GDP recovery)

(c)Production recovery in the 
Intermediate good sector

(e)Restoration investment path of the 
Intermediate good sector

(f)Price of the Intermediate good

(g)Household savings in foreign asset after the disaster (h)Consumption after the disaster
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Fig.4 A numerical simulation for a restoration process after a disaster when the cost for substitution 

is high 
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Table 1: Comparison of total economic loss and its contents between the cases in which the cost of substitution is high and 

low 
 

 Cost of Substitution of Intermediate good 

 High Low 

Intermediate good sector   
Foregone Net Revenue           (Primary Effect) 3.01 3.01 

 (Cascade Effect)  -2.70 0 
A    Foregone Net Revenue Subtotal 0.31 3.01 
Restoration Investment           (Primary Effect)  0.52 0.52 

(Cascade Effect) 1.72 0 

B    Restoration Investment Subtotal        2.24 0.52 

Final good sector 
Foregone Net Revenue           (Cascade Effect) 2.87 0 
C    Foregone Net Revenue Subtotal 2.87 0 

Total loss=A+B+C     5.44 3.03 

×1014 
 
６．まとめ 

 

本稿は地域間の中間財の代替にかかる費用に着目

し，それが被災後の経済回復過程に及ぼす影響につ

いて考察した。そのために中間財を考慮した経済成

長モデルを構築した。本稿は中間財の代替にかかる

費用がカスケード効果によって経済被害が拡大する

重要な要因となることを指摘した。その上で，代替

の費用が経済被害の大きさだけでなく，経済の回復

スピードにも影響を与える可能性があることを示し

た。代替の費用が高い場合，被災直後に中間財価格

がより上昇するため，中間財部門の資本の限界生産

物の価値が大きくなる。このことがより復旧の投資

を促すことになる。このことは言い換えれば，中間

財の代替の費用が高い場合，カスケード効果により

経済被害が拡大するために復旧のインセンティブが

高くなると解釈することができる。 

一方，代替の費用が高くない場合，カスケード効

果は生じず経済被害は比較的大きくならない。その

ために復旧のインセンティブは比較的高くない。そ

のためこの場合は回復のスピードが比較的速くない。 

本稿では２つの単純な場合について経済の回復過

程の数値計算例を示した。今後は代替の費用に関す

る他のケースについても計算を試みる必要があろう。 
本稿の主要な目的は著者らの基本的なアイデアを

示すことであり，そのためにモデルの設定は実際の

地域経済を表現できるものとはなっていない。その

ため本稿で示すモデルは実際の地域経済の回復過程

を推定するものではない。今後はCGEモデルなどの

地域経済モデルを用いて実際の地域経済の回復過程

を推定できるようにする必要がある。 
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Synopsis 
     This paper focuses on the cost of substitution of intermediate goods and investigates how it affects 
economic recovery process after a natural disaster. This paper develops a economic growth model with final 
good sector and intermediate good sector to illustrate that the cost of substitution of intermediate goods is an 
important factor for expanding economic loss by inducing the ”cascade effect.” In addition, it illustrated that 
the cost of substitution can affect not only the amount of economic loss but also economic recovery speed.  
 
Keywords: Cost of Substitution of Intermediate good, Economic recovery process, Cascade effect，Economic 
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